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 基本計画見直しの目的 

 公共下水道など汚水処理施設の整備計画を定める下水道基本計画は、定期的に内容の点検

を行い、将来人口の想定と実態の差異など、社会情勢の変化に合わせて、適宜見直すことが

必要です。現在の大田市下水道基本計画は、第 4 次基本構想として平成 30 年度に見直したも

ので、この間５年余りが経過し、少子高齢化による人口減少や、厳しい財政状況など社会情

勢の変化が進行しています。このような中、今後も継続的な汚水処理施設の整備を進めてい

くために、計画人口など計画諸元を見直し、新しい下水道基本計画を策定するものです。 

 

 

 基本計画の変遷について 

 大田市では、これまで 3 度にわたり基本構想の見直しを進めてまいりました。その内容は

下記のとおりです。 

 

表 1 大田市下水道基本構想の変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在の基本計画（第４次構想） 

現在の計画は、将来計画人口を 27,130 人として汚水処理施設の整備手法や整備スケジュ

ールなどを定めています。 

• 集合処理区 ⇒ 公共下水道事業 3 処理区、農業・漁業集落排水施設 2 処理区 

• 整備完了処理区 ⇒ 農業集落排水事業（波根西、元井田処理区） 

         特定環境保全公共下水道事業（仁摩、温泉津処理区）R2 完了 

• 未着手処理区 ⇒公共下水道事業（大田処理区）久手地区の一部、波根地区 

• 汚水処理人口普及率 ⇒ 令和 3 年度末 52.1％（島根県平均 82.6％） 

 

 

 

 

策定年度 計画 内容 

平成 15 年度 大田市下水道基本構想策定 旧大田市における下水道基本構想の策定 

平成 19 年度 大田市下水道基本構想の見直し（第二次） 
一市二町合併による基本構想の集約 

大森地区の下水道整備手法の見直し 

平成 25 年度 大田市下水道基本構想の見直し（第三次） 

未着手処理区の整備手法の見直し 

大田・久手地区の周辺区域の整備手法の見直し 

大田処理区の久手処理区の接続統合 

平成 30 年度 大田市下水道基本構想の見直し（第四次） 
未着手処理区の整備手法の見直し 

五十猛処理区の整備手法の見直し 
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図 １ 現在の大田市下水道基本構想図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 現在の大田市下水道基本構想計画概要表（現行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域面積 計画人口 計画戸数 計画汚水量

（ha） （人） （戸） （m3/日）

公共下水道 大田 537 10,000 4,500 4,420 実施中（14年経過）整備率35.2％

温泉津 28 900 300 220 実施中（14年経過）整備率85.1％

仁摩 85 2,500 910 740 実施中（16年経過）整備率85.7％

波根西 10 240 100 80

元井田 14 110 60 40

個別処理 上記以外 42,897 13,380 6,350 実施中 設置基数656基（H29年度末）

計 43,571 27,130 12,220 5,500

特定環境保全
公共下水道

農業集落排水

事業名 処理区名 備考
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 見直しに至った経緯 

 ①人口減少が続いており、根拠諸元を見直す必要が生じたため。 

・前回と同様に、直近の平成 27 年度の国勢調査確定値により更なる人口減少が見受けら

れたことから、推計を見直すこととした。 

（Ｈ27 年度国勢調査） 35,166 人 

（Ｒ 2 年度国勢調査） 32,846 人 ⇒ 2,320 人の減少 

（率にして約 6.6％の減少） 

 

 ②平成 29 年度に、国の今後の下水道整備計画の基本方針が明確に示された。 

【10 年概成方針】 

・国は、現在下水道が未普及である地域に対し、令和 8 年度末までに下水道整備が概ね 

完了するよう、整備計画を抜本的に見直すよう県に要請した。県は、国の要請を受け 

て県内でも整備の遅れている石見部の市を中心にヒヤリングを行い、目標達成に向け 

た計画策定を求めてきている。 

 

 

【大田市の整備方針】 

国・県の 10 年概成方針に基づき、島根県全体で整備の進捗を図ることを目標と 

して、整備手法の見直しを検討することとした。 

  

 

 計画諸元 

将来人口などを想定する計画目標年次は、10 年概成を目指して整備計画を見直し

たことにより、計画区域全体の整備完了予定年度である令和 12 年度末とし、平成 27

年度の国勢調査を元に計画諸元を設定しています。 

• 将来計画人口 ⇒ 平成 30 年 10 月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の『日

本の市区町村別将来推計人口』の推計値である 27,124 人としています。 

• 将来計画世帯数 ⇒ 将来推計人口を将来世帯当り推計人員により割り戻して 12,208

戸としています。 

表 4 計画諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主な見直し検討項目 

計 画 諸 元 現   行 見 直 し 

計画目標年次 令和 12 年度 令和 12 年度 

将来計画人口 27,130 人 27,124 人 

将来計画世帯数 12,220 戸 12,208 戸 
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新たに設定した計画諸元を用いて、経済性・整備需要・地域特性の現状等を基に比較検討を

行いました。 

 

大田処理区の周辺区域（未着手区域）を集落の塊ごと（11 区域）に分けて検討しました。

検討の内容は、「現行どおり集合処理区域(下水道)として整備」、「個別処理（市設置型浄

化槽）区域」とした場合の 2 つのパターンについて、新たに設定した計画諸元を用いて経

済性・整備需要・地域特性の現状等を評価し、評価点満点 20 点のうち 2/3（14 点）以上

の点数となった区域について、集合処理が優位と判断し、下水道整備区域として計画し、

その他の区域については、個別処理区域に変更することとした。 
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表 6 検討結果総括表 
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 見直し結果について 

上記検討結果により、下記のとおり変更することとした。 

図 2 見直し後の大田市下水道基本構想図（新下水道構想） 
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 見直しによる令和 8 年度末概成の目標達成について 

見直した計画による下水道整備により、整備面積を縮小することにより令和８年度末の整備進捗

を図ることとした。 

 

 

 今後の見直しについて 

国による概成基本方針は、令和８年度までとなっており、令和９年度以降の整備方針は不明で

ある。国の動向及び社会情勢の変化等に注視し、５年後を目処に見直しを含め検討することと

したい。 

 

 

 


